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お問い合わせNo.S112363【介護業向け】介護法改正で対応必須の財務戦略とは

株式会社船井総合研究所  〒541-0041 大阪市中央区北浜4-4-10 船井総研大阪本社ビル

E-mail : seminar271@funaisoken.co.jp船井総研セミナー事務局
※お問い合わせの際は「セミナータイトル・お問い合わせNo.・お客様氏名」を明記の上、ご連絡ください。

お申込み方法

非対応のままだと経営を続けられなくなる可能性があります

本セミナーで学べるポイント

セミナー内容

無料ご招待 2024年

10：00～11：00
13：00～14：00

10：00～11：00
13：00～14：00

申込み期限：各開催日の4日前まで

※講座内容はすべて同じです。ご都合のよい日程をお選びください。

※ログイン開始は講演開始時間の30分前

5月8日水 5月10日金

60分で介護法改正と今後の戦略を完全攻略
！

60分で介護法改正と今後の戦略を完全攻略
！

現行のままだと工数が約2倍になるのを
バックオフィスDXで
経理工数が1/2に！
バックオフィスDXで
経理工数が1/2に！

こんなことができます！
2024年度の介護法改正を攻略する手法・事例を大公開！
事業所別の財務諸表の作成を経理1名で対応可能に！
既存人員で法改正に対応できるバックオフィス体制に！
リアルタイムで各拠点の採算性の把握が可能に！
会計データを活用し1年先の資金繰まで把握！
部門別損益の作成を通じて、迅速な投資判断の実施！

法
改
正

財 

務

・経理１人
・最小限の業務量で
・事業ごとの利益の
 見える化を実現し
5年で5事業所、
年商3倍を実現
した事例も！

介護法改正への具体的な対応は？介護法改正への具体的な対応は？介護法改正への具体的な対応は？

❶ 2024年介護法改正の詳細と対策

❷ バックオフィスDXで経理工数を1/2に

〇 法改正の詳細

〇法改正において介護事業者が取り組むべき施策

◆財務諸表の公表義務化
◆改定率＋1.59%
◆地域包括ケアシステムの深化・推進
◆自立支援・重度化防止に向けた対応
◆良質な介護サービスの効率的な提供に向けた働きやすい職場づくり
◆制度の安定性・持続可能性の確保

★

〇部門別の財務諸表の効率的な作成方法
◆バックオフィス業務の紙からデジタルへの移管
◆API連携・データ連携による工数削減

〇資金繰りや予算の見える化
◆資金繰り表の作成と先だった資金調達方法

第1講座

第2講座

2024年介護業界が取り組まなければいけないこととは

バックオフィス業務のDX化を実現する方法とは

2024年介護保険法改正に伴い、介護業界がどう変わるのか、
また対応必須事項について詳しくお伝えします！

介護保険法改正により介護業を営む会社が取り組まなければならない財務戦略を
具体的な事例を基にお伝えします！

株式会社船井総合研究所 デジタル財務グループ 兼島 菜緒
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10：00～11：00
13：00～14：00

10：00～11：00
13：00～14：00

申込み期限：各開催日の4日前まで ※ログイン開始は講演開始時間の30分前　※講座内容はすべて同じです。ご都合のよい日程をお選びください。

5月8日水 5月10日金
申込締切：5月4日（土） 申込締切：5月6日（月）

オンラインセミナー

【QRコードからのお申込み】右記のQRコードを読み取ってお申込みください

【PCからのお申込み】下記セミナーページからお申込みください
※お申込みに関してのよくあるご質問は「船井総研  FAQ」と検索しご確認ください。

https://www.funaisoken.co.jp/seminar/112363
【ＴＥＬ】 0120-964-000（平日9:30～17:30）　
※お電話・メールでのセミナーお申込みは承っておりません。また、お問い合わせの際は「お問い合わせNo.とセミナータイトル」をお伝えください。
本講座はオンライン受講となっております。諸事情により受講いただけない場合がございます。ご了承ください。セミナーご参加方法の詳細は「船井総研 Web 参加」で検索。



クラウド会計で
できること

■ 店舗別やサービス別の損益分析
■ クラウド会計ソフト上での資金繰り計画作成
■ 他ソフトとの連携・仕訳の自動推測などの機能による試算表の早期作成
■ 経理業務の標準化・省人化
■ レポート機能を活用した予実管理・KPI管理

財
務
管
理
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定

【売上・KPI管理資料】 【P/L予実管理資料】 【B/S管理資料】 【CF管理資料】

介護法改正で対応し、企業成長を実現する必須の財務戦略を大公開！介護法改正で対応し、企業成長を実現する必須の財務戦略を大公開！

数年に一度実施される介護法の改正ですが、
2024年度は主に下記の改定が実施されます。

対応できると下のように変わります！

・バックオフィス業務が煩雑になり従業員の負担が増加
・日々の業務が増え、1人あたり生産性が悪化
・法改正に対応はできているが、人件費や固定費が増大し経営が悪化

対応ができないと、、、、

・財務諸表の公表義務化
・改定率が1.59%ほど上昇
・介護職員の処遇改善
・良質な介護サービスの効率的な提供に向けた働きやすい職場づくり

・適切な業務分担と人員配置の整理
・バックオフィス業務の効率化
・収益を安定させるための稼働率や経費の管理
・事業所ごとの売上や利益の見える化

Before After

月時決算

経理体制

管理体制

法律対応

財務管理

投資判断

クラウド会計ソフトの導入で
経理業務工数を半減！

2024年 介護法改正で求められることとは 1
POINT

事業所ごとの試算表作成の早期化に成功し、
素早い経営判断が可能に！2

POINT

請求管理～債権管理～会計freeで請求書作成ver

クラウド会計の
導入により
経理にかかる
工数は1/2に！

部門別・
取引先別などの
損益が一目で
わかる！

クラウド
会計ソフト

インターネットバンキングやクレジットカードなど
外部システムとの連携が可能

店舗別やサービス別の損益分析が可能

介護法改正にも対応しつつ、稼働率や経費の見直しを実施し
経営判断の迅速化を実現！

把握した経営財務数値を現場へ落とし込み、財務機能を内製化することによって
現場⇔財務⇔経営の導線を確立し、計画の実現性や外部への与信力へと繋げていく

6つの課題解決

1か月以上

経理担当者が1名

事業所別の採算が不明瞭

2週間以内

増員なしで法改正に対応

事業所別の採算が明確に

インボイス制度・電子帳簿保存法ともに未対応

将来の財務状況が見えない

経営・投資判断が遅れる

インボイス制度・電子帳簿保存に加え、介護法にも対応

将来の財務状況が可視化

迅速に投資判断


